
書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人Adovo

l 事業の成果

コロナ禍が本格的に明け、外国人労働者の社会統合に焦点を当てた地域における多文化共生活動の

需要が高まってきたため、全国4地域 (関東 。中部 。東海・関西)において外国人労働者と日本人学生

の 「同世代」の交流の機会を創出する活動に努めた。

その他、来日前の技能実習生へのサポー トという点では、前年度 3月 に実施 した学生のベ トナム派

遣を8月 に実施した他、ミャンマー・インドネシア・カンボジアにおけるオンライン講習等へ活動を広

げることができた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  847.454】 千円 )
疋 秋 に記 載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事
」ム
日́

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国際交流推進事
業

国内外の技能実習生に
日本についての講習会
を実施した。また、実習
生や在 日の外国人 と百

藉8層。 
の交流会を実

毎週 3回

ハ ノイ、ヤ
ンゴン、ブ
ノンペ ン、
ジャカルタ

25名

講習会に
参加 した
来 日前の
技能実習
生

780名 435.921

日本 語教 育促

進 並び にそ の

研 究 に係 る事

業

技能実習生や特定活動
ビザを持つ外国人に日
本語を教える授業をオ
ンライン・対面の両方で
実施。会話力向上と資格
試験が目白勺。

毎週十回

オ ン ラ イ
ン、受入れ
企業 、入 国
後講習施設

42名 参加者 450名 358.341

外 国人 労働 者

等 の人権 問題

に係 る研 究及

び その啓発 事

業

技能実習生や外国人労
働者の現状について調
査・研究を実施し、報告
書を公開。
8月 、10月 に視察を兼
ねたベ トナム出張を実
施。

8月
10月 )\,/ 4 4名

報告会参
加者、報
告書読者

430名 53.192

作 文 コンテ ス

トの開催事業
実施 しなかった 実施 しな

かった
実施 しなか
った

0名 実施 しな
かった 0名 0

学生団体、ボラ

ンテ ィア団体

の援助及 び 交

流事業

実施 しなかった 実施 しな
かった

実施 しなか
った

0名 実施 しな
かった

0名 0



類似 の事業 を

行 う個人、団

体、法人の援助

及び交流事業

実施 しなかった 実施 しな
かった

実施 しなか
った

5名 実施 しな
かった

0名 0

その他、、の法

人 の 目的 を達

成 す るた めの

に必要な事業

実施 しなかった 実施 しな
かった

実施 しなか
った 0名 実施 しな

かった
0名 0



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 5年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

特 利活動法人劇ovo

386,022
92,750
12,000

82,120
246,000

単位 :円
金   箱 小滸・ 合 計

受取寄附金 603,000

受取補助金

日本語教育促進並びにその研究に係る事業 319,376

受取利息

2

3

4

5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

0

150,000

1∞,000

603,000

349,376

1,014

1.103.39(

ｎ

Ｖ

2

印刷製本費
郵送費
旅費交通費
バーチャルオフィス契約費
WEBツ ール等契約費
振込手数料

32,000
21,220
21,310
57,326
92,000
27,229
15,326

266,411

266.411
1_113.865

当 期 経 常 増 滅 箱 A B -10.475

過年度損益修正益

災害損失

当 期 経 常 外 増 滅 | C D ・ ・
。

②

-10.47

人 0

150_353
139.87

2 の

旅費交通費
備品費
通信費
印刷製本費
業務委託費

: ] 正  |

④

⑤
口  1関 = 餞



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

令 鍾

1

2

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

139_878

【A】 資 産 合 計 ①十②

2

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

150,373
-10.475

130_87

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 139,878

′I、 1眸・
`讐

■+

[`



16 28

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人Adovo

重要な会計方針

計算書類の作成は、 NPO会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改定 NPO法人会計基準協
議会)によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の原価基準は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる金額

を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計上しています。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています、
また、計上額の算定方法は「3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税式方式によっています

に記載しています

2.事 業別損益の状況

92750
407332

12000

246000
114120

21220

92000

15326
27229

57326

28562

1113865

1113865

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

事業費と管理費の按分方法

3

科 目 国際交
流事業

日本語

教育事
業

研究啓
発事業

コンテス ト

開催事業

団体交流
援助事業

類似援
助事業

事業部門計 管理部門 △ ユ

「

:口 :

319376 30000

150000
603000

0

0

1014

603000

ｎ

） 319376 30000 ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ
ｎ

Ｖ 349376 754014 1103390

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ
ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

92750
254809
12000

61000

15362

78021 53192

13200

|

246000
21120

92750

386022

12000

246000
０

０

０

０

０

０

２２８

，
一

′
０

Ｆ
Ｄ

０
０

９
“

32000

21220
92000

15326

27229

57326

21310

435921 358341 53192 ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ 847454 266411

435921 358341 53192 ｎ

〉

ｎ

Ｖ 847454 266411
-435921 -38965 -23192 ｎ

Ｖ

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3_受取助成金等
4.事業収益
5.雑収入
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

人件費計
(2)そ の他経費

備品費
旅費交通費
通信費
業務委託費
印刷製本費
郵送費
WEBツール費
寄附受付費
振込手数料
オフィス費
消耗品費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 Ａ
υ

ｎ

〉
-498078 487603 -10475



各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、退職給付手当、退職給付費用、福利厚生費及び旅
費交通費については従事割合に基づき接分しています。



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 5年度 財産目録

事 業 報 告 用

単位 :円
舎   輌 ′lヽ   1トト 合   計

産  の  部

量 産

現金預金
手元現金

三菱UFJ銀行残高

GMOあおぞらネット銀行残高

産

未収金

0

791902

59,976

流 産 合計  ・ ・・ (1) 139.378
定資産

什器備品

(1)有形固定資産
車両運搬具

借地権

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

【´

2

間
:産 合計  o・ ・ ② 0

【A】 資 産 合 計 ①+② 139,878

-1 量 置 の 部

,動 負慣

未払金

預 り金

流 ヨ 債 合 計  ・・ ・ ③

定負債

長期借入金

退職給付引当金

【l

2

_優合計  ・・ ・ ④
Ａ
Ｕ

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ ｎ

Ｖ

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 139,878

と,]



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿
(常事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所重びに

これからの者についての前事業年度における報日の有無を日載した名簿)

特定非営利活動法人 Adovo

1 確日事項 (法第20彙及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ノ

′

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ)

前事業年度内
の就任期間

織目を受けた期間
(腋当者のみに記入)

氏  名

理事

マツオカシュウゴ 令和5年4月 1日 ～

令和6年3月 31日松岡柊吾

理事

i a I ),,,tv)t 令和5年 10月 1日 ～

令和6年 3月 31日荘司遥香

理事

ミズタ トモキ 令和5年 10月 1日 ～

令和6年 3月 31日水田 知希

五

ュ 理 事

オノ ミズキ 令和5年 10月 1日 ～

令和6年 3月 31日小野 瑞季

理事

クドウ ユウカ 令和5年 10月 1日 ～

令和6年 3月 31日工藤 優華

ｒ
０ 監事

マ トバ マイ 令和5年 10月 1日 ～

令和6年 3月 31日的場 舞

ｎ

Ｖ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人Adovo

氏   名

1

江尻 みき

2

賀須井 美咲

3

賀須井 琴美

4

井水 里純夢

5

戸谷 勇星

6

小林 皇翔

7

矢川 華音

大柴 通華

9

岩本 健太郎

10

大東 佳広

11

成瀬 千尋

12

陶山 和佳

8




